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国
会
対
策
委
員
会
は
７
月
２４
日
、

全
国
都
市
会
館
で
第
１
２
６
回
委

員
会
を
開
催
し
た
。

委
員
会
開
催
に
当
た
り
、
７
月

１
日
、
岡
下
勝
彦
・
本
会
会
長
（
高

松
市
議
会
議
長
）
は
、
政
府
・
与

党
幹
部
の
地
元
選
挙
区
を
考
慮
し
、

▽
福
井
市
▽
横
浜
市
▽
横
須
賀
市

▽
千
葉
市
▽
生
駒
市
▽
熊
本
市
▽

鹿
児
島
市
―
の
各
議
長
（
７
人
）

を
委
員
に
指
名
し
て
い
る
。

会
議
で
は
、
岡
下
会
長
の
挨
拶

の
後
、
正
副
委
員
長
選
任
に
入
り
、

委
員
長
に
向
後
保
雄
・
千
葉
市
議

会
議
長
、
副
委
員
長
に
畑
中
孝
博

・
大
船
渡
市
議
会
議
長
、
梶
村
充

・
横
浜
市
議
会
議
長
を
選
任
、
そ

れ
ぞ
れ
が
就
任
挨
拶
を
行
っ
た
。

続
い
て
、
総
務
省
か
ら
の
講
師

説
明
の
後
、
委
員
会
に
関
す
る
・

会
則
・
規
程
等
を
了
承
、
次
い
で
、

事
務
報
告
を
了
承
し
、
協
議
に
入

っ
た
。

協
議
で
は
、
「
平
成
２８
年
度
地

方
創
生
の
推
進
並
び
に
地
方
税
財

政
対
策
に
関
す
る
重
点
要
望
」
と

「
東
日
本
大
震
災
に
関
す
る
要
望

書
」
を
原
案
の
通
り
決
定
、
続
い

て
、
要
望
活
動
、
今
後
の
運
営
を

決
定
し
た
。

「
重
点
要
望
」
は
、
第
９１
回
定

期
総
会
の
「
地
方
創
生
の
推
進
に

関
す
る
決
議
」
「
地
方
税
財
源
の

充
実
確
保
に
関
す
る
決
議
」
（
両

決
議
は
本
紙
１
９
４
５
号
１０
面
参

照
）
を
合
わ
せ
て
、
１
冊
の
要
望

書
と
し
て
作
成
し
た
も
の
。
ま
た
、

「
東
日
本
大
震
災
に
関
す
る
要
望

書
」
は
、
７
月
１０
日
に
開
催
し
た

社
会
文
教
委
員
会
（
１
９
４
７
号

６
面
参
照
）
、
１５
日
に
開
催
し
た

地
方
行
政
委
員
会
（
本
紙
１
９
４

８
号
４
面
参
照
）
の
両
委
員
会
の

要
望
書
と
同
じ
内
容
の
も
の
。

「
重
点
要
望
」
と
「
東
日
本
大
震

災
に
関
す
る
要
望
書
」
は
本
会
ホ

ー
ム
ペ
ー
ジ
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に
掲
載
し
て
い
る
。

そ
の
他
に
お
い
て
は
、
被
用
者

年
金
制
度
加
入
推
進
会
議
の
動
向
、

２８
年
度
政
府
予
算
概
算
要
求
基
準

に
つ
い
て
説
明
し
た
。

な
お
、
講
師
説
明
で
は
、
青
木

信
之
・
総
務
省
大
臣
官
房
審
議
官

（
税
務
担
当
）
か
ら
「
平
成
２８
年

度
地
方
税
制
改
正
の
課
題
に
つ
い

て
」
と
題
す
る
説
明
を
聴
取
し
た
。

菅菅
官官
房房
長長
官官
らら
にに
要要
望望

会
議
終
了
後
、
向
後
委
員
長
、

畑
中
、
梶
村
の
両
副
委
員
長
は
、

菅
義
偉
・
内
閣
官
房
長
官
、
二
之

湯
智
・
総
務
副
大
臣
、
平
将
明
・

内
閣
府
副
大
臣
、
岡
本
全
勝
・
復

興
庁
事
務
次
官
に
面
談
し
、
要
望

書
を
手
交
の
上
、
要
望
、
意
見
交

換
を
行
っ
た
。
他
の
委
員
も
、
地

元
選
出
の
国
会
議
員
ら
に
要
望
活

動
を
行
っ
て
い
る
。

第第
２２１１
回回
専専
門門
小小
委委
がが
開開
催催

第
３１
次
地
方
制
度
調
査
会
第
２１

回
専
門
小
委
員
会
（
委
員
長
�
長

谷
部
恭
男
・
早
稲
田
大
学
教
授
）

は
７
月
２８
日
、
中
央
合
同
庁
舎
４

号
館
で
開
催
し
た
。

審
議
で
は
、
「
議
会
制
度
や
監

査
制
度
等
の
地
方
公
共
団
体
の
ガ

バ
ナ
ン
ス
の
あ
り
方
に
つ
い
て
」

を
議
題
と
し
、
今
後
検
討
す
べ
き

論
点
と
し
て
、
審
議
項
目
の
う
ち

�
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
内
部

統
制
の
あ
り
方
�
住
民
訴
訟
等
の

住
民
に
よ
る
行
政
の
チ
ェ
ッ
ク
と

長
等
の
責
任
の
あ
り
方
―
に
つ
い

て
議
論
し
た
。
�
で
は
、
住
民
訴

訟
と
議
会
に
よ
る
権
利
放
棄
（
議

会
の
議
決
に
よ
る
地
方
公
共
団
体

の
長
や
職
員
に
対
す
る
損
害
賠
償

請
求
権
の
放
棄
な
ど
）
の
あ
り
方

に
つ
い
て
取
り
上
げ
て
い
る
。

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）

第1949号８月１５日平成27年
（2015年）

岡本復興庁事務次官

菅
官
房
長
官

平
内
閣
府
副
大
臣

第第
１１
２２
６６
回回
国国
会会
対対
策策
委委
員員
会会

正
副
委
員
長
を
選
任

二之湯総務副大臣

挨
拶
す
る
岡
下
会
長

挨
拶
す
る
向
後
委
員
長

（１） 平成２７年８月１５日 第１９４９号
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議員実数の推移（近５年）(人)

※調査結果（過去分含む）を基に本紙が作成

本
会
は
７
月
に
「
市
議
会
議
員
定
数
に
関
す
る
調
査
結
果
」
「
市
議
会
議
員
報
酬
に
関
す
る
調
査
結
果
」

を
取
り
ま
と
め
、
全
市
区
に
発
送
し
た
。
両
調
査
は
、
２６
年
１２
月
３１
日
現
在
に
お
け
る
全
国
８
１
３
市
区

を
対
象
に
オ
ン
ラ
イ
ン
調
査
に
よ
り
行
っ
た
（
回
収
率
は
両
調
査
と
も
に
１
０
０
％
）
。
調
査
結
果
は
本

会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（h

t
t
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か
ら
閲
覧
が
で
き
る
。

議議
員員
実実
数数
のの
状状
況況

調
査
結
果
に
よ
る
と
、
２６
年
１２

月
３１
日
現
在
に
お
け
る
８
１
３
市

区
議
会
議
員
の
実
数
は
１
万
９
５

７
０
人
、
１
市
当
た
り
２４
・
１
人

で
あ
っ
た
。
前
年
（
８
１
２
市
）

の
１
万
９
８
５
３
人
と
比
べ
る
と

２
８
３
人
の
減
と
な
っ
た
。

本
紙
の
調
べ
で
は
、
滝
沢
市
が

２６
年
１
月
１
日
に
市
制
施
行
し
、

前
年
か
ら
１
市
・
２０
人
増
え
た
ほ

か
、
各
地
で
市
議
会
議
員
の
補
欠

選
挙
が
行
わ
れ
る
な
ど
増
員
も
さ

れ
た
が
、
減
少
が
そ
れ
を
上
回
っ

た
。
減
少
の
大
き
な
要
因
は
、
議

員
定
数
減
（
８５
市
）
に
よ
る
実
数

減
が
２
０
４
人
で
あ
っ
た
こ
と
。

ほ
か
に
、
各
市
長
選
挙
、
衆
議
院

議
員
選
挙
の
立
候
補
の
た
め
辞
職

し
た
こ
と
が
要
因
と
し
て
挙
げ
ら

れ
る
。

な
お
、
過
去
の
調
査
結
果
と
合

わ
せ
て
近
５
年
間
の
議
員
実
数
を

み
る
と
、
２２
年
の
２
万
１
０
２
６

人
か
ら
毎
年
減
少
し
て
い
る
（
グ

ラ
フ
参
照
）
。
こ
の
う
ち
２２
年
か

ら
２３
年
の
減
少
数
が
６
７
０
人
と

多
い
が
、
こ
れ
は
２３
年
に
統
一
地

方
選
挙
が
あ
り
、
選
挙
時
に
定
数

を
減
じ
た
市
区
が
多
か
っ
た
た
め
。

議議
員員
定定
数数
のの
状状
況況

調
査
結
果
で
は
、
２６
年
１２
月
３１

日
現
在
、
合
併
特
例
法
を
適
用
し

て
い
な
い
８
１
０
市
区
議
会
議
員

の
定
数
は
１
万
９
７
９
４
人
、
１

市
当
た
り
２４
・
４
人
（
前
年
２４
・

７
人
）
で
あ
っ
た
。

人
口
段
階
別
に
み
る
と
、
５
万

人
未
満
の
１
市
当
た
り
１７
・
９
人

か
ら
段
階
ご
と
に
、
１
市
当
た
り

の
人
数
が
増
え
、
５０
万
人
以
上
が

４６
・
９
人
、
政
令
指
定
都
市
は
６１

・
２
人
と
な
っ
て
い
る
（
表
�
参

照
）
。

グラフ

表�

議議
員員
報報
酬酬
のの
平平
均均
額額

調
査
結
果
で
は
、
２６
年
１２
月
３１

日
現
在
に
お
け
る
全
国
８
１
３
市

区
の
議
長
、
副
議
長
、
議
員
そ
れ

ぞ
れ
の
報
酬
月
額
の
平
均
を
表
に

ま
と
め
て
い
る
。
こ
の
う
ち
、
議

長
報
酬
が
５１
・
３０
万
円
（
対
前
年

比
０
・
５０
万
円
増
）
、
議
員
報
酬

が
４１
・
８１
万
円
（
同
０
・
４１
万
円

増
）
と
な
っ
て
い
る
。

本
紙
の
調
べ
で
は
、
議
長
・
議

員
報
酬
が
２０
年
以
来
の
前
年
比
増

額
と
な
っ
た
こ
と
が
分
か
っ
た
。

な
お
、
２６
年
の
額
は
２０
年
の
額
を

上
回
っ
て
は
い
な
い
。

人人
口口
別別
のの
平平
均均
額額

調
査
結
果
で
は
、
ま
た
、
議
長
、

副
議
長
、
議
員
そ
れ
ぞ
れ
の
報
酬

月
額
の
平
均
に
つ
い
て
、
人
口
段

階
別
に
表
に
ま
と
め
て
い
る
。
こ

の
う
ち
、
議
長
と
議
員
の
平
均
報

酬
月
額
は
表
�
の
通
り
。
人
口
５

万
人
未
満
の
議
長
４０
・
９０
万
円
、

議
員
３２
・
７８
万
円
か
ら
人
口
５０
万

人
以
上
の
議
長
８８
・
８０
万
円
、
議

表�

【
３
面
へ
続
く
】

平均報酬月額（万円）

議員

３２．７８

３８．７４

４６．２６

５５．２４

５８．３５

６２．３５

７０．７４

４１．８１

議長

４０．９０

４７．２２

５５．８２

６８．５９

７０．４４

７５．５７

８８．８０

５１．３０

市数

２６２

２６７

１５６

４５

２６

２３

３４

８１３

区分

人口

５万人未満

５～１０万人未満

１０～２０万人未満

２０～３０万人未満

３０～４０万人未満

４０～５０万人未満

５０万人以上

全 国 平 均

表�
１市平均
１７．９人
２１．９人
２６．５人
３２．５人
３７．６人
４０．７人
４６．９人
６１．２人

市数
２６２
２６７
１５６
４５
２５
２３
１３
１９

人口段階
５万人未満

５～１０万人未満
１０～２０万人未満
２０～３０万人未満
３０～４０万人未満
４０～５０万人未満
５０万人以上
指定都市

平均報酬月額（円）

議員

３２７，８２５

３８６，４９３

４５９，８２２

５４３，３４２

５８１，２１７

６２４，５６２

６４１，１４３

６０６，０６１

７６４，２０５

７７８，１１１

議長

４０９，０３５

４７０，５４６

５５１，２２６

６４５，７６３

６７７，６５２

７４０，１４３

７６６，０００

９１１，１１７

９２１，８９０

９４４，０９５

市数

２６２

２６６

１５３

３８

２３

２１

７

２３

２０

１９

区分

人口

５万人未満

５～１０万人未満
（特別区除く）

１０～２０万人未満
（特別区除く）

２０～３０万人未満
（特別区除く）

３０～４０万人未満
（特別区除く）

４０～５０万人未満
（特別区除く）

５０万人以上
（特別区・指定都市除く）

特 別 区

指定都市

指定都市
（名古屋市除く）

※調査結果から抜粋して作成した。

定定
数数
にに
関関
すす
るる
調調
査査
結結
果果

実
数
・
定
数
と
も
に
減
少
続
く

報報
酬酬
にに
関関
すす
るる
調調
査査
結結
果果

２０
年
以
来
の
前
年
比
増
額

※調査結果から抜粋して作成した。
※各平均報酬月額の数値は、十円単位を四捨五入している。

※調査結果を基に本紙が作成した。
※各平均報酬月額の数値は、十銭単位を四捨五入している。

第１９４９号 平成２７年８月１５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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【
２
面
か
ら
続
く
】

概
算
要
求
基
準
を
閣
議
了
解

政
府
は
７
月
２４
日
、
「
平
成
２８

年
度
予
算
の
概
算
要
求
に
当
た
っ

て
の
基
本
的
な
方
針
に
つ
い
て
」

を
閣
議
了
解
し
た
。

２８
年
度
予
算
は
、
「
経
済
財
政

運
営
と
改
革
の
基
本
方
針
２
０
１

５
」
（
本
紙
１
９
４
６
号
５
面
参

照
）
で
示
さ
れ
た
「
経
済
・
財
政

再
生
計
画
」
の
初
年
度
の
予
算
で

あ
り
、
手
を
緩
め
ず
に
本
格
的
な

歳
出
改
革
に
取
り
組
む
と
す
る
。

地
方
交
付
税
交
付
金
等
に
つ
い

て
は
、
同
計
画
の
整
合
性
に
留
意

し
つ
つ
要
求
す
る
と
し
た
。

予
算
の
重
点
化
の
た
め
、
「
基

本
方
針
２
０
１
５
」
「
『
日
本
再

興
戦
略
』
改
訂
２
０
１
５
」
な
ど

を
踏
ま
え
た
諸
課
題
に
つ
い
て
、

「
新
し
い
日
本
の
た
め
の
優
先
課

題
推
進
枠
」
（
４
兆
円
程
度
）
を

措
置
。
各
省
は
要
望
基
礎
額
の
３０

％
の
範
囲
内
で
要
望
を
行
う
。

な
お
、
概
算
要
求
に
当
た
り
、

総
務
省
は
、
各
府
省
に
対
し
地
方

財
政
措
置
に
つ
い
て
、
留
意
、
改

善
す
べ
き
事
項
を
申
し
入
れ
て
お

り
、
そ
の
概
要
は
次
号
に
掲
載
す

る
。

普
通
交
付
税
大
綱
を
閣
議
報
告

高
市
早
苗
・
総
務
大
臣
は
７
月

２４
日
、
「
平
成
２７
年
度
普
通
交
付

税
大
綱
」
を
閣
議
に
報
告
し
た
。

交
付
額
は
、
１５
兆
７
４
９
５
億

円
（
前
年
度
比
０
・
８
％
減
）
と

な
っ
た
。
内
訳
は
、
道
府
県
分
８

兆
３
７
０
５
億
円
（
同
１
・
０
％

減
）
、
市
町
村
分
７
兆
３
７
９
０

億
円
（
同
０
・
５
％
減
）
。

不
交
付
団
体
数
は
、
６０
団
体

（
う
ち
市
は
３２
市
）
で
、
前
年
度

よ
り
５
団
体
増
（
市
は
６
市
増
）

と
な
っ
た
。
交
付
団
体
か
ら
不
交

付
団
体
と
な
っ
た
市
は
▽
太
田
市

▽
小
金
井
市
▽
国
分
寺
市
▽
羽
村

市
▽
御
殿
場
市
▽
裾
野
市
▽
湖
西

市
▽
日
進
市
―
の
８
団
体
。

算
定
に
当
た
っ
て
は
、
「
人
口

減
少
等
特
別
対
策
事
業
費
」
（
６

０
０
０
億
円
程
度
）
を
新
設
。
人

口
を
基
本
と
し
た
上
で
、
ま
ち
・

ひ
と
・
し
ご
と
創
生
の
取
り
組
み

の
必
要
度
や
成
果
を
反
映
し
た
。

こ
の
う
ち
、
市
町
村
分
は
、
取
り

組
み
の
必
要
度
３
３
３
０
億
円
程

度
、
成
果
６
７
０
億
円
程
度
を
合

わ
せ
て
の
計
４
０
０
０
億
円
程
度
。

員
７０
・
７４
万
円
ま
で
人
口
段
階
が

上
が
る
ご
と
に
報
酬
も
高
く
な
っ

て
い
る
。

な
お
、
本
紙
が
、
こ
の
調
査
結

果
を
基
に
東
京
特
別
区
と
政
令
指

定
都
市
を
別
に
集
計
し
た
も
の
が

表
�
。
こ
の
表
は
、
各
人
口
段
階

に
お
い
て
、
特
別
区
と
指
定
都
市

の
報
酬
月
額
が
他
市
と
著
し
く
異

な
る
た
め
作
成
し
た
。
ま
た
、
名

古
屋
市
は
、
特
例
条
例
に
よ
り
議

長
、
議
員
と
も
に
、
報
酬
月
額
が

当
分
の
間
５０
万
円
と
な
っ
て
い
る

た
め
、
同
市
を
除
い
た
指
定
都
市

の
集
計
結
果
も
示
し
た
。

人人
口口
別別
のの
最最
高高
・・
最最
低低
額額

調
査
結
果
で
は
、
議
長
、
副
議

長
、
議
員
そ
れ
ぞ
れ
の
議
員
報
酬

の
月
額
の
最
高
額
・
最
低
額
に
つ

い
て
も
、
人
口
段
階
別
に
表
に
ま

と
め
て
い
る
。
こ
の
う
ち
議
長
と

議
員
の
最
高
額
・
最
低
額
は
表
�

の
通
り
。

な
お
、
本
紙
が
、
こ
の
調
査
結

果
を
基
に
特
別
区
と
指
定
都
市
を

別
に
集
計
し
た
も
の
が
表
�
。
議

長
の
最
高
額
・
最
低
額
が
人
口
５

万
人
未
満
か
ら
人
口
４０
万
〜
５０
万

人
の
区
分
ま
で
、
人
口
段
階
が
上

が
る
ご
と
に
高
く
な
っ
て
い
る
。

表�

表�

▼
議
長

▽
湖
西

二
橋
益
良
（
５
・
１８
）

▽
千
歳

香
月

正
（
６
・
３
）

▽
佐
野

篠
原
一
世
（
６
・
５
）

▽
あ
わ
ら

坪
田
正
武
（
６
・
３０
）

▽
市
原

二
田
口
雄
（
６
・
３０
）

▽
奈
良

浅
川

仁
（
７
・
１
）

▽
松
山

丹
生
谷
利
和
（
７
・
２
）

▽
七
尾

垣
内
武
司
（
７
・
６
）

▽
尼
崎

津
田
加
寿
男
（
７
・
７
）

▼
副
議
長

▽
湖
西

神
谷
里
枝
（
５
・
１８
）

▽
千
歳

今
井
俊
雄
（
６
・
３
）

▽
佐
野

春
山
敏
明
（
６
・
５
）

▽
吉
野
川

相
原
一
永
（
６
・
１１
）

▽
野
田

内
田
陽
一
（
６
・
２９
）

▽
あ
わ
ら

三
上

薫
（
６
・
３０
）

▽
立
川

梅
田
春
生
（
６
・
３０
）

▽
市
原

塚
本
利
政
（
６
・
３０
）

▽
奈
良

北

良
晃
（
７
・
１
）

▽
松
山

土
井
田
学
（
７
・
２
）

▽
尼
崎

前
迫
直
美
（
７
・
７
）

議員（万円）

最低額

１８．０

２２．２

３１．２

４３．５

５１．５

５５．０

５０．０

最高額

４４．２

６１．６

６２．０

６７．０

６６．０

７０．０

９５．３

議長（万円）

最低額

２３．０

３１．０

３６．７

５０．５

５８．８

６４．０

５０．０

最高額

５４．５

９２．１

９２．３

９３．７

９２．２

９２．０

１１７．９

区分

人口

５万人未満

５～１０万人未満

１０～２０万人未満

２０～３０万人未満

３０～４０万人未満

４０～５０万人未満

５０万人以上

議員（円）

最低額

１８０，０００

２２２，０００

３１２，０００

４３５，０００

５１５，０００

５５０，０００

５９０，０００

５８４，１００

５００，０００

６４８，０００

最高額

４４２，０００

５６０，０００

６２０，０００

６７０，０００

６６０，０００

７００，０００

６８６，０００

６２１，０００

９５３，０００

９５３，０００

議長（円）

最低額

２３０，０００

３１０，０００

３６７，０００

５０５，０００

５８８，０００

６４０，０００

７２８，０００

８５６，０００

５００，０００

７７８，０００

最高額

５４５，０００

６９８，０００

７６０，０００

７７０，０００

７９０，０００

８２７，０００

８２３，０００

９５６，０００

１，１７９，０００

１，１７９，０００

区分

人口

５万人未満

５～１０万人未満
（特別区除く）

１０～２０万人未満
（特別区除く）

２０～３０万人未満
（特別区除く）

３０～４０万人未満
（特別区除く）

４０～５０万人未満
（特別区除く）

５０万人以上
（特別区・指定都市除く）

特 別 区

指定都市

指定都市
（名古屋市除く）

議議
会会
人人
事事

※調査結果から抜粋して作成した。
※各最高額・最低額の数値は、百円単位を四捨五入している。

※調査結果を基に本紙が作成した。

（３） 平成２７年８月１５日 第１９４９号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報



第第
１１
５５
３３
回回
建建
設設
運運
輸輸
委委
員員
会会

建
設
運
輸
委
員
会
（
委
員
長
�

戸
川
稔
朗
・
会
津
若
松
市
議
会
議

長
）
は
７
月
３０
日
、
全
国
都
市
会

館
で
正
副
委
員
長
会
議
の
後
、
第

１
５
３
回
委
員
会
を
開
催
し
た
。

委
員
会
で
は
、
冒
頭
に
戸
川
委

員
長
か
ら
「
自
然
災
害
対
策
に
つ

い
て
、
東
日
本
大
震
災
に
関
す
る

復
旧
・
復
興
事
業
施
策
の
充
実
強

化
と
迅
速
な
対
応
な
ど
を
求
め
る

ほ
か
、
各
種
交
通
基
盤
整
備
、
都

市
基
盤
整
備
、
観
光
立
国
の
推
進

に
つ
い
て
も
要
望
し
て
い
く
」
な

ど
の
挨
拶
を
し
た
。
続
い
て
、
オ

ブ
ザ
ー
バ
ー
と
し
て
出
席
し
た
岡

田
健
一
・
本
会
副
会
長
（
室
蘭
市

議
会
議
長
）
が
挨
拶
。
国
土
交
通

省
、
内
閣
府
か
ら
の
講
師
説
明
の

後
、
委
員
会
に
関
す
る
会
則
・
規

程
等
を
了
承
、
次
い
で
、
事
務
報

告
を
了
承
し
、
協
議
に
入
っ
た
。

協
議
で
は
、
「
要
望
書
」
と
「
東

日
本
大
震
災
に
関
す
る
要
望
書
」

を
原
案
の
通
り
決
定
、
続
い
て
、

要
望
活
動
の
方
法
、
今
後
の
運
営

を
決
定
し
た
。

「
要
望
書
」
は
申
し
送
り
事
項
、

付
託
事
項
、
諸
情
勢
等
を
勘
案
し
、

�
自
然
災
害
対
策
の
推
進
�
各
種

交
通
基
盤
整
備
の
推
進
�
都
市
基

盤
整
備
の
推
進
�
観
光
立
国
の
推

進
―
の
４
つ
を
大
き
な
柱
（
要
望

項
目
は
下
掲
）
と
し
て
作
成
、「
東

日
本
大
震
災
に
関
す
る
要
望
書
」

は
５
委
員
会
共
管
の
付
託
事
項
か

ら
作
成
し
た
（
本
紙
１
９
４
５
号

１０
面
、
１
９
４
７
号
１
面
・
６
面

参
照
）
。
両
要
望
書
は
本
会
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
（h

t
t
p

�/
/
w
w
w
.

s
i-
g
i
c
h
o
k
a
i
.j
p
/
o
f
f
i
c
i

a
l
/
b
l
o
g
/
r
e
q
u
e
s
t
/
2
0
1

5
/
0
7
/
3
0
1
8
0
4
5
2
.p
h
p

）

に
掲
載
し
て
い
る
。

会
議
終
了
後
、
戸
川
委
員
長
、

水
谷
忠
成
・
副
委
員
長
（
春
日
井

市
議
会
議
長
）
、
大
浦
忠
司
・
同

（
三
好
市
議
会
議
長
）
は
黒
田
憲

司
・
国
土
交
通
省
道
路
局
次
長
ら

に
面
談
し
、
要
望
書
手
交
の
上
、

要
望
、
意
見
交
換
を
行
っ
た
ほ
か
、

同
省
幹
部
に
要
望
し
た
。
岡
田
副

会
長
、
他
の
委
員
も
地
元
選
出
の

国
会
議
員
ら
に
要
望
活
動
を
行
っ

て
い
る
。

な
お
、
講
師
説
明
で
は
、
青
木

由
行
・
国
土
交
通
省
総
合
政
策
局

政
策
課
長
か
ら
「
今
後
の
国
土
交

通
行
政
に
つ
い
て
」
、
林
俊
行
・

内
閣
府
政
策
統
括
官
（
防
災
担

当
）
付
参
事
官
（
総
括
担
当
）
か

ら
「
最
近
の
災
害
対
策
の
取
組
に

つ
い
て
」
と
題
す
る
説
明
を
聴
取

し
た
。

広
域
協
が
役
員
会
を
開
催

全
国
広
域
連
携
市
議
会
協
議
会

（
会
長
�
宮
本
勝
利
・
海
南
市
議

会
議
長
）
は
７
月
２２
日
、
全
国
都

市
会
館
で
正
副
会
長
・
監
事
・
相

談
役
会
議
を
開
催
し
た
。

会
議
で
は
冒
頭
、
宮
本
会
長
か

ら
「
広
域
連
携
は
地
方
創
生
の
推

進
に
お
い
て
重
要
な
役
割
を
担
う
。

引
き
続
き
広
域
連
携
施
策
へ
の
支

援
措
置
を
求
め
る
」
な
ど
の
挨
拶

を
し
た
。
続
い
て
、
総
務
省
か
ら

の
講
師
説
明
の
後
、
事
務
報
告
を

了
承
し
、
協
議
に
入
っ
た
。

協
議
で
は
、
広
域
連
携
施
策
に

関
す
る
要
望
（
要
望
内
容
は
下

掲
）
を
原
案
の
通
り
決
定
。
要
望

書
は
本
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（h

t
t

p

�/
/
w
w
w
.s
i-
g
i
c
h
o
k
a

i
.j
p
/
o
f
f
i
c
i
a
l
/
b
l
o
g
/
r
e

q
u
e
s
t
/
d
o
c
s
/
k
o
u
i
k
i
k
y

o
u
y
o
u
b
o
u
s
h
i
x
y
o
2
7
0
7

2
2
.p
d
f

）
に
掲
載
し
て
い
る
。

続
い
て
、
要
望
活
動
の
方
法
、

２７
年
度
会
議
日
程
を
了
承
し
た
。

会
議
終
了
後
、
正
副
会
長
・
監

事
・
相
談
役
は
石
田
真
敏
・
衆
議

院
議
員
に
面
談
し
、
要
望
書
を
手

交
の
上
、
要
望
、
意
見
交
換
を
行

っ
た
。

な
お
、
講
師
説
明
で
は
、
木
本

光
彌
・
総
務
省
自
治
行
政
局
市
町

村
課
課
長
補
佐
か
ら
「
新
た
な
広

域
連
携
に
つ
い
て
」
と
題
す
る
説

明
を
聴
取
し
た
。

建建
設設
運運
輸輸
施施
策策
にに
関関
すす
るる
要要
望望
項項
目目

�
自
然
災
害
対
策
の
推
進
（
地
震
・
津

波
対
策
、
災
害
時
の
情
報
伝
達
等
の
充

実
強
化
、
治
山
・
治
水
対
策
、
災
害
復

旧
・
復
興
支
援
、
災
害
時
に
お
け
る
指

定
都
市
の
権
限
の
確
立
）
�
各
種
交
通

基
盤
整
備
の
推
進
（
道
路
の
整
備
促
進
、

新
幹
線
鉄
道
の
整
備
促
進
、
地
方
鉄
道

等
に
対
す
る
支
援
、
地
域
公
共
交
通
に

対
す
る
支
援
策
の
強
化
、
地
方
航
空
路

線
の
整
備
促
進
、
港
湾
の
整
備
推
進
、

離
島
航
路
・
航
空
路
に
対
す
る
支
援
）

�
都
市
基
盤
整
備
の
推
進
（
社
会
イ
ン

フ
ラ
整
備
の
推
進
、
中
心
市
街
地
活
性

化
の
推
進
、
都
市
公
園
の
整
備
推
進
、

郵
便
局
サ
ー
ビ
ス
の
維
持
、
２
０
２
０

年
東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ

ッ
ク
競
技
大
会
に
向
け
た
地
域
に
お
け

る
取
組
へ
の
支
援
と
環
境
整
備
）
�
観

光
立
国
の
推
進
（
訪
日
外
国
人
の
増
加

に
向
け
た
施
策
、
魅
力
あ
る
観
光
地
域

づ
く
り
の
促
進
）

【
要
望
内
容
】

�
広
域
連
携
施
策
の
推
進
に
当
た
り
▽

市
の
意
見
を
十
分
踏
ま
え
る
こ
と
▽
事

務
の
共
同
処
理
制
度
等
既
存
施
策
の
推

進
�
財
政
支
援
措
置
に
つ
い
て
▽
各
市

の
実
情
に
応
じ
た
措
置
▽
既
存
補
助
金

の
振
替
や
縦
割
り
の
個
別
補
助
で
は
な

い
包
括
的
な
新
型
交
付
金
の
２８
年
度
予

算
で
の
創
設
・
２６
年
度
補
正
予
算
で
措

置
さ
れ
た
地
方
創
生
先
行
型
を
上
回
る

額
の
確
保
�
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創

生
の
推
進
に
当
た
り
▽
地
方
自
治
体
へ

の
積
極
的
な
情
報
提
供
▽
地
方
自
治
体

の
十
分
な
意
見
の
反
映
�
連
携
中
枢
都

市
圏
構
想
と
定
住
自
立
圏
構
想
に
つ
い

て
▽
役
割
分
担
の
明
確
化
▽
要
件
緩
和

挨
拶
す
る
岡
田
副
会
長

黒
田
道
路
局
次
長

石田衆議院議員

挨
拶
す
る
戸
川
委
員
長

挨
拶
す
る
宮
本
会
長
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